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資料１ 



2013年度 2014年度 2015年度 2016年度～ 

【日本再興戦略 －JAPAN is BACK－（平成25年6月14日閣議決定）】 
 ６．中小企業・小規模事業者の革新 
  ①地域のリソースの活用・結集・ブランド化 

○地方産業競争力協議会（仮称）の設置 
   ・全国各地の地域に根ざした「生の声」を反映していくため、地域ブロックごとに、地域を支える企業の経営者等をメンバーと

する「地方産業競争力協議会（仮称）」を設置する。同協議会においては、地域ごとの戦略産業を特定し、地域に眠る資源
の掘り起こし、地域に必要な産業人材の育成に係る戦略等を定め、本戦略の地域における展開状況と併せて、定期的に
フォローアップする。 

地方産業競争力協議会の工程表 

概算要求 
税制改正要望等 

通常国会 年末 秋 

【成長戦略進化のための今後の検討方針（平成２６年１月２０日産業競争力会議）】 
Ⅲ．成長の果実の地域・中小企業への波及と、持続可能性のある新たな地域構造の創出 
 
 
 
 
 
 
 
②地方版成長戦略の推進 

成長戦略の実行の効果を地域経済や中小企業・小規模事業者に浸透させていくことにより、我が国全体としての経済再生を
図っていく。このため、地方産業競争力協議会において国・地方・民間事業者等が一体となって策定する地方版成長戦略を踏
まえ、新たな産業クラスター形成支援や中小企業・小規模事業者支援など、関係省庁の地域関連の政策資源をメリハリを付け
て投入して政策効果を高めることを検討する。また、地域が自らの創意を活かして行う自主的な活動を支援するため、各地域
の戦略産業を伸ばすために必要な制度改正等のニーズを抽出し、各種施策の在り方について各省横断的な検討を進める。 

人口減少の中でも持続可能で活力ある地域社会を構築していくため、地域の成長中核圏の形成を図る。このため、都市機能
の集約による地域の成長の核となるコンパクトな都市づくりとこれと一体となった公共交通の充実を進めるとともに、自治体間
ネットワークの構築を図っていく。また、民間投資や新たな市場創出等に向けた成長戦略の効果を地域経済や中小企業・小
規模事業者にも広げていく。 
このため、地方産業競争力協議会での検討を踏まえて地域関連の政策資源の有効活用等を図るとともに、中小企業・小規模
事業者の活性化に取り組む。 

緊急構造改革期間
（2017年度まで）中

の推進 

   半年に一回程度、定期的に 
フォローアップ・改定 

地域ごとの戦略産業特定、 
地域資源掘り起こし、 

 産業人材育成に係る戦略策定 

地域ブロックごとに、地域を支
える企業の経営者等をメンバー

とする協議会を設置 

地方産業競争力協議
会（仮称）の設置 
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ブロック 開催日 座長（協議会） 
全国知事会側 

幹事首長 
事務局 協議会委員構成 

北海道 

11月21日 第１回（札幌） 
12～2月  ヒアリング（計５回） 
 2月12日 第２回（札幌） 
 3月19日 第３回（札幌） 

山口 北海道大学総長 高橋 北海道知事 
北海道庁、北海道経産局の
共同事務局 

・北海道知事、小樽市長、美瑛町長 
・食品加工業、放送業、宿泊業、医療業等の経営者 
・北海道経済連合会、商工会議所連合会、北海道観光振興機構等 
（16名） 

東北 
11月19日 第１回（秋田） 
１～２月 ＷＧ（計６回） 
 3月27日 第２回（秋田） 

岩渕 岩手大学理事・副学長 佐竹 秋田県知事 
秋田県、東北経産局、東北経
済団体連合会の共同事務局 

・各県知事（青森、秋田、岩手、宮城、山形、福島、新潟） 
・ものづくり企業、食品加工業、地域金融機関等の経営者 
・学識経験者 等 
（24名） 

関東 

11月26日 第１回（さいたま） 
１～２月  分科会（計６回） 
  2月  3日 第２回（都内） 
  3月24日 第３回（都内） 

佐々木 関東商工会議所連合会副会
長 

上田 埼玉県知事 
埼玉県、関東経産局の共同
事務局 

・各都県知事（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山
梨、 
         長野、静岡） 
・政令市長（さいたま、千葉、横浜、川崎、相模原、新潟、浜松、静岡） 
・企業経営者、学識経験者、商工会議所連合会 等 
（32名） 

東海 
11月28日 第１回（名古屋） 
12～２月  ＷＧ（計３回） 
 3月12日 第２回（名古屋） 

濱口 名古屋大学総長 大村 愛知県知事 
自治体、国の地方支分部局
で構成 

・各県知事（愛知、岐阜、三重、静岡、長野）、 
・政令市長（名古屋、静岡、浜松） 
・中部経済連合会、名古屋商工会議所 
（11名） 

北陸 
12月2日 第１回（金沢） 
２～３月   WG（計４回） 
 3月26日 第２回（富山） 

林 国立高等専門学校機構特別顧問 谷本 石川県知事 
自治体、国の地方支分部局
で構成 

・各県知事（富山、石川、福井） 
・学識経験者 
・経済団体 等 
（23名） 

近畿 
11月21日 第１回（大阪） 
 3月27日  第２回（大阪） 

秋山 関西広域連合協議会長 
井戸 関西広域連合長 
（兵庫県知事） 

関西広域連合 

・各府県知事（滋賀、京都、大阪、奈良、兵庫、和歌山、福井、徳島、鳥
取） 
・政令市長（京都、大阪、堺、神戸） 
・関西経済連合会、関西経済同友会、商工会議所連合会 等 
（20名） 

中国 
11月20日 第１回（松江） 
 3月28日  第２回（岡山） 

平井 鳥取県知事 平井 鳥取県知事 
鳥取県、中国経産局の共同
事務局 

・各県知事（鳥取、島根、岡山、広島、山口） 
・ものづくり企業、食品加工業、建設業、宿泊業等の経営者 
・学識経験者 
・中国経済連合会、商工会議所連合会 等 
（22名） 

四国 
11月18日 第１回（高松） 
 １月15日 第２回（高松） 
 ３月28日 第３回（高知） 

尾﨑 高知県知事 尾﨑 高知県知事 
自治体、国の地方支分部局、
経済界で構成 

・各県知事（徳島、香川、愛媛、高知）、 
 各県市長会会長（徳島市長、さぬき市長、今治市長、高知市長） 
・ものづくり企業、農業、観光業、海運業、通信業等の経営者等 
・学識経験者 
・四国経済連合会、商工会議所連合会 等 
（24名） 

九州・沖縄 
11月19日 第１回（福岡） 
12～２月  分科会（計７回） 
 ３月24日 第２回（大分） 

麻生 九州経済連合会長 広瀬 大分県知事 
知事会、九州経産局、九州経
済連合会の共同事務局 

・各県知事（山口、福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖
縄）、 
・政令市長（北九州、福岡、熊本） 
・ものづくり企業、農業、食品加工業、医療業、地域金融機関等の経営
者 
・九州経済連合会、九州観光推進機構 等 
（28名） 

各地方産業競争力協議会の開催状況 
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